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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（Ａ）１分子中に少なくとも２個のアルケニル基を有し、かつ主鎖中にパーフルオロアル
キルエーテル構造を有する直鎖状フルオロポリエーテル化合物、及び
（Ｂ）疎水性シリカ粉末
を構成成分とする液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンドの製造方法であって、
　（１）常圧下、５０～１００℃の範囲内の温度で（Ａ）成分を加熱する工程、
　（２）工程（１）で加熱した（Ａ）成分１００質量部に対して（Ｂ）成分２０～６０質
量部を混練しながら添加して混練物を得る工程、
　（３）工程（２）で得られた混練物を、１００℃を越える温度で、加熱・減圧条件下、
若しくは加熱・加圧条件下で混練する工程、
を有する液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンドの製造方法。
【請求項２】
　（４）上記の工程（３）で得られた混練物に、更に、（Ａ）成分を追加して（Ａ）成分
１００質量部に対して（Ｂ）成分が５～５０質量部の混合比となるように後希釈する工程
、
を有する請求項１記載の液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンドの製造方法。
【請求項３】
（Ａ）成分が下記一般式（１）：
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　ＣＨ２＝ＣＨ－（Ｘ）ａ－Ｒｆ１－（Ｘ’）ａ－ＣＨ＝ＣＨ２　　　　　　　（１）

［式中、Ｘは、－ＣＨ２－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＣＨ２ＯＣＨ２－又は－Ｙ－ＮＲ１－ＣＯ
－（ここで、Ｙは－ＣＨ２－又は下記式（Ｚ）： 
【化１】

で表される二価の基、Ｒ１は水素原子、置換若しくは非置換の一価炭化水素基である）、
Ｘ’は－ＣＨ２－、－ＯＣＨ２－、－ＣＨ２ＯＣＨ２－又は－ＣＯ－ＮＲ１－Ｙ’－（こ
こで、Ｙ’は－ＣＨ２－又は下記式（Ｚ’）：

【化２】

で表される二価の基であり、Ｒ１は上記の通りである）で表される二価の基であり、Ｒｆ
１は二価のパーフルオロポリエーテル基であり、ａは独立に０又は１である。］
で表される直鎖状フルオロポリエーテル化合物である請求項１又は２に係る液状フッ素エ
ラストマー用ベースコンパウンドの製造方法。
【請求項４】
　上記（Ａ）成分の一般式中のＲｆ１が、下記一般式（ｉ）又は（ｉｉ）で表される二価
の基である請求項３に係る液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンドの製造方法。
【化３】

（式中、ｐ及びｑは独立に１～１５０の整数であって、かつｐとｑの和の平均は、２～２
００である。また、ｒは０～６の整数、ｔは２又は３である。）

【化４】

（式中、ｕは１～２００の整数、ｖは１～５０の整数、ｔは上記の通りである。）
【請求項５】
　（Ａ）成分が下記一般式（２）：

【化５】
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［式中、Ｘ、Ｘ’及びａは請求項３に記載の一般式（１）について定義の通りであり、ｐ
、ｑ及びｒは請求項４に記載の一般式（ｉ）について定義の通りである。］
で表される直鎖状フルオロポリエーテル化合物である請求項４に係る液状フッ素エラスト
マー用ベースコンパウンドの製造方法。
【請求項６】
　（Ｂ）成分の疎水性シリカ粉末が無処理の微粉末シリカの表面をオルガノクロロシラン
で疎水化処理したものである請求項１～５のいずれか１項に係る液状フッ素エラストマー
用ベースコンパウンドの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンドの製造方法に関する。特には
、製造ロット間の粘度変動幅が小さい液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンドが得
られる製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、アルケニル基とヒドロシリル基との付加反応を利用した硬化性含フッ素エラ
ストマー組成物は公知であり、更に第３成分として、ヒドロシリル基とエポキシ基及び／
又はトリアルコキシシリル基とを有するオルガノポリシロキサンを添加することにより自
己接着性を付与した組成物が提案されている（特許文献１参照）。また、当該組成物に更
にカルボン酸無水物を添加してポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリアミド樹脂に対す
る接着性を向上させた組成物も提案されている（特許文献２参照）。当該組成物は、短時
間の加熱により硬化させることができ、得られる硬化物は、耐溶剤性、耐薬品性、耐熱性
、低温特性、低透湿性、電気特性に優れているので、これらの特性が要求される各種工業
分野の接着用途に使用される。特に、自動車工業において電装部品のシール、コーティン
グ及びポッティング用途に多用されている。
【０００３】
　上記組成物には、用途に対応した流動性と硬化後の機械的強度が要求されるため、シリ
カ粉末が配合されることが多い。その配合量は、要求性能に応じて適宜調整される。該シ
リカ粉末は、組成物中での均一分散性を確保するため、通常、主成分オイルとシリカ粉末
を予め混練した液状ベースコンパウンドの形で配合される。
【０００４】
　従来、液状ベースコンパウンドの製造方法として、分子中に少なくとも２個のアルケニ
ル基を有し、かつ主鎖中にパーフルオロアルキルエーテル構造を有する直鎖状フルオロポ
リエーテル化合物１００質量部に対して、ＢＥＴ比表面積が５０～４００ｍ２／ｇの疎水
性シリカ粉末を２５～６０質量部の範囲で分割添加し、加熱・減圧条件下、若しくは加熱
・加圧条件下で混練りを行った後、更に、所定の配合比となるように上記直鎖状フルオロ
ポリエーテル化合物で後希釈する方法が提案されている（特許文献３参照）。しかしなが
ら、当該ベースコンパウンドの製造方法においては、製造時に配合するシリカ粉末の吸着
水分量が使用前の保存環境（温度・相対湿度）によって変化し、その吸着水分量の多寡に
よって得られる液状ベースコンパウンドの粘度が製造ロット毎に大きく変動する。この影
響を受けて該液状ベースコンパウンドを原料成分とするフルオロポリエーテル系組成物の
粘度も製造ロット毎に大きく変動してしまうという問題点があった。
【０００５】
　この問題点を解消する方法として、上記直鎖状フルオロポリエーテル化合物に疎水化処
理シリカ粉末と水を添加して無加熱で混練し、次いで加熱・減圧条件下、若しくは加熱・
加圧条件下で混練りを行う方法、及び該製造方法で得られた液状ベースコンパウンドを所
定の配合比となるように上記直鎖状フルオロポリエーテル化合物で後希釈する方法が提案
されている（特許文献４参照）。当該製造方法では、得られる液状ベースコンパウンドの
粘度は製造ロット間で安定するが、加熱処理後にも添加した水の一部がシリカ粉末に吸着
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されたまま残留し、該液状ベースコンパウンドを配合した上記接着剤組成物が加熱硬化時
に発泡する場合が多いという欠点があったため、仕上り時に不要な成分である水を添加せ
ずに製造ロット間で粘度が安定化する液状ベースコンパウンドの製造方法の出現が望まれ
ていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第３２３９７１７号公報
【特許文献２】特許第３５６７９７３号公報
【特許文献３】特開２００４－３３１９０３号公報
【特許文献４】特開２００８－６９２９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　そこで、本発明は、上記事情に鑑みなされたもので、配合するシリカ粉末の保存状態に
影響されず、製造ロット間の粘度変動幅が小さい液状フッ素エラストマー用ベースコンパ
ウンドの製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは上記目的を達成するために鋭意検討した結果、
（Ａ）１分子中に少なくとも２個のアルケニル基を有し、かつ主鎖中にパーフルオロアル
キルエーテル構造を有する直鎖状フルオロポリエーテル化合物、及び
（Ｂ）疎水性シリカ粉末
を構成成分とする液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンドの製造方法であって、
　（１）常圧下、５０～１００℃の範囲内の温度で（Ａ）成分を加熱する工程、
　（２）工程（１）で加熱した（Ａ）成分１００質量部に対して（Ｂ）成分２０～６０質
量部を混練しながら添加して混練物を得る工程、
　（３）工程（２）で得られた混練物を、１００℃以上の温度で、加熱・減圧条件下、若
しくは加熱・加圧条件下で混練する工程、
を有する液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンドの製造方法を開発するに至った。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の製造方法によれば、シリカ粉末の製造ロットや保存状態が異なっても、製造ロ
ット間の粘度変動が抑制された液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンドを得ること
ができる。更には、当該ベースコンパウンドを原料成分として配合した液状フッ素エラス
トマー組成物の粘度も安定化する。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明につき更に詳しく説明する。
〔（Ａ）成分〕
　本発明の（Ａ）成分は、１分子中に少なくとも２個のアルケニル基を有し、かつ主鎖中
にパーフルオロポリエーテル構造を有する直鎖状フルオロポリエーテル化合物であり、２
３℃における粘度が、５～１００，０００ｍＰａ・ｓ、より好ましくは２００～２０，０
００ｍＰａ・ｓ、更に好ましくは１，０００～１５，０００ｍＰａ・ｓの範囲内にあるこ
とが、本発明の製造方法で得られるベースコンパウンドを配合した組成物をシール、コー
ティング及びポッティング、含浸又は密着等に使用する際に、硬化においても適当な物理
的特性を有しているので望ましい。当該粘度範囲内で、用途に応じて最も適切な粘度を選
択することができる。
【００１１】
　この直鎖状フルオロポリエーテル化合物におけるアルケニル基としては、炭素原子数２
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、ブテニル基、ヘキセニル基等が挙げられ、中でも自由端側にＣＨ２＝ＣＨ－構造を有す
るアルケニル基、特にビニル基、アリル基等が好ましい。このアルケニル基は、直鎖状フ
ルオロポリエーテル化合物の主鎖の両端部に直接結合していてもよいし、二価の連結基、
例えば、－ＣＨ２－、－ＣＨ２Ｏ－又は－Ｙ－ＮＲ－ＣＯ－［但し、Ｙは－ＣＨ２－又は
式：
【００１２】
【化１】

で表される二価の基であり、Ｒは水素原子、又は置換若しくは非置換の一価炭化水素基と
である。］等を介して結合していてもよい。
ここで、Ｒで表される置換若しくは非置換の一価炭化水素基としては、炭素原子数１～１
２、特に１～１０のものが好ましく、具体的には、メチル基、エチル基、プロピル基、ブ
チル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、オクチル基等のアルキル基、フェニル基、トリ
ル基等のアリール基、ベンジル基、フェニルエチル基等のアラルキル基、及びそれらの基
の水素原子の一部又は全部をフッ素等のハロゲン原子で置換した一価炭化水素基等が挙げ
られる。これらの中ではメチル基、フェニル基又はアリル基が好ましい。
【００１３】
　なお、（Ａ）成分は、主鎖中にパーフルオロポリエーテル構造を有するものであるが、
パーフルオロポリエーテル構造については、下記に説明する。
【００１４】
　（Ａ）成分としては、下記一般式（１）で表される分岐を有するポリフルオロジアルケ
ニル化合物を挙げることができる。
【００１５】
　ＣＨ２＝ＣＨ－（Ｘ）ａ－Ｒｆ１－（Ｘ’）ａ－ＣＨ＝ＣＨ２　　　　　　　（１）

［式中、Ｘは、－ＣＨ２－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＣＨ２ＯＣＨ２－又は－Ｙ－ＮＲ１－ＣＯ
－（ここで、Ｙは－ＣＨ２－又は下記式（Ｚ）：
【００１６】
【化２】

で表される二価の基、Ｒ１は水素原子、置換若しくは非置換の一価炭化水素基である）、
Ｘ’は－ＣＨ２－、－ＯＣＨ２－、－ＣＨ２ＯＣＨ２－又は－ＣＯ－ＮＲ１－Ｙ’－（こ
こで、Ｙ’は－ＣＨ２－又は下記式（Ｚ’）：
【００１７】
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で表される二価の基であり、Ｒ１は上記の通りである）で表される二価の基であり、Ｒｆ
１は二価のパーフルオロポリエーテル基であり、ａは独立に０又は１である。］
　ここで、Ｒ１の置換若しくは非置換の一価炭化水素基としては、上述で例示したものと
同様のものが例示でき、それらの中でもメチル基、フェニル基又はアリル基が好ましい。
【００１８】
　また、上記一般式（１）のＲｆ１は二価のパーフルオロポリエーテル基であり、下記一
般式（ｉ）、（ｉｉ）で表される二価の構造であることが好ましい。
【００１９】

【化４】

（式中、ｐ及びｑは独立に１～１５０の整数であって、かつｐとｑの和の平均は、２～２
００である。また、ｒは０～６の整数、ｔは２又は３である。）
【００２０】

【化５】

（式中、ｕは１～２００の整数、ｖは１～５０の整数、ｔは上記の通りである。）
【００２１】
　一般式（１）で表される（Ａ）成分の好ましい例として、下記一般式（２）で表される
化合物が挙げられる。
【００２２】
【化６】

【００２３】
［式中、Ｘ、Ｘ’及びａは一般式（１）で定義の通りであり、ｐ、ｑ及びｒは一般式（ｉ
）において定義の通りである。］
　一般式（２）で表される直鎖状フルオロポリエーテル化合物の具体例としては、下記式
で表されるものが挙げられる。
【００２４】
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【化８】

（式中、ｍ及びｎはそれぞれ１～１５０，ｍ＋ｎ＝２～２００を満足する整数を示す。）
　これらの直鎖状フルオロポリエーテル化合物は１種を単独で又は２種以上を組み合わせ
て使用できる。
【００２６】
〔（Ｂ）成分〕
　本発明の（Ｂ）成分である疎水性シリカ粉末はとしては、例えば無処理の微粉末シリカ
の表面をオルガノクロロシランで疎水化処理したものが好ましい。該微粉末シリカはＢＥ
Ｔ比表面積が通常５０～４００ｍ２／ｇの範囲のものが使用され、シリコーンゴム用充填
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剤として公知である。ＢＥＴ比表面積が５０～４００ｍ２／ｇである微粉末シリカを各種
のオルガノクロロシランで表面処理したものである。処理剤のオルガノクロロシランとし
ては各種のものを使用できるが、中でもジメチルジクロロシランで処理したものが好まし
い。
【００２７】
　該疎水性シリカ粉末の具体例としては、Ａｅｒｏｓｉｌ　Ｒ-９７２、Ａｅｒｏｓｉｌ
　Ｒ-９７４、Ａｅｒｏｓｉｌ　Ｒ-９７６（商品名、日本アエロジル社製）等が挙げられ
る。
【００２８】
〔製造方法〕
　本発明の液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンドの製造方法は、工程（１）、（
２）及び（３）を必須の工程として含む。
【００２９】
・工程（１）：
　（Ａ）成分を、常圧下で、５０～１００℃、好ましくは６０～１００℃℃の温度で加熱
する。加熱の温度が低すぎると、(Ｂ)成分の吸着水分(保存時)の脱離量が不十分かつ変動
する。高すぎると、混合系の粘度が低下し、次工程（工程（２））における(Ｂ)成分に掛
かる剪断力が弱くなり、 (Ａ)成分による(Ｂ)成分の湿潤が不十分となる。
【００３０】
・工程（２）：
　工程（１）で加熱した（Ａ）成分１００質量部に対して（Ｂ）成分２０～６０質量部を
混練しながら添加して混練物を得る。該工程は、通常70～100℃、好ましくは80～100℃程
度の温度範囲で行うことが望ましい。工程（２）における(Ｂ)成分の配合量は、疎水性シ
リカ粉末の種類によっても異なるが、(Ａ)成分１００質量部に対して２０～６０質量部、
好ましくは２５～５０質量部の範囲である。２０質量部未満では、混練時に(Ｂ)成分に掛
かる剪断力が弱くなり、(Ｂ)成分の(Ａ)成分による湿潤が不十分となるため、所望の流動
性が得られない場合がある。また、６０質量部を超えると混練り時の発熱が激しくなり、
シリカ粉末の機械での混練が難しい。
【００３１】
・工程（３）：
　工程（２）で得られた混練物を、１００℃を越える温度に昇温させ、かかる温度で、加
熱・減圧条件下、若しくは加熱・加圧条件下で混練する。
【００３２】
　工程（２）での(Ａ)成分と(Ｂ)成分の添加、工程（３）での混練りは、プラネタリーミ
キサー、ゲートミキサー及びニーダー等の混練り装置などによって、剪断応力下で混練を
行うことができる。
【００３３】
　工程（３）は、液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンドの混練状態を均一安定化
するために行うものであり、熱処理温度及び時間に関しては特に限定するものではないが
、熱処理温度は１０５～２００℃、好ましくは１１０～１９０℃、より好ましくは１２０
～１８０℃、処理時間は、均一に混練りでき安定化するのに十分な時間でよく、通常１～
５時間、好ましくは１～３時間である。処理時間の上限に制限はないが、必要以上に行う
ことは省エネルギーの観点からも意味はない。
【００３４】
　また、熱処理混合時の圧力に関しては、用いる装置によって異なるが、その装置に応じ
て加圧もしくは減圧下で行うことが必須である。例えば、プラネタリーミキサーやゲート
ミキサーでは減圧下で混練りし、その圧力はゲージ圧で－０.０５ＭＰａ以下が好ましく
、ニーダーでは加圧下で混練りし、その圧力はゲージ圧で０.４～０.６ＭＰａであること
が好ましい。これらの条件下で操作を行うのは(Ａ)成分が(Ｂ)成分の表面に十分に濡れや
すく(被覆しやすく)するためである。
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　なお、上記工程（１）から工程（３）までを、固練り工程（フィラー高充填／高剪断応
力下での混練工程）と称することがあり、これによって得られるベースコンパウンドを固
練り混練物（又は固練りベースコンパウンド）と称することがある。
【００３５】
・任意的希釈工程：
　なお、作業性の改善を目的として、上記操作で得られたベースコンパウンド（固練り混
練物又は固練りベースコンパウンド）の粘度を低下させ取扱い易くするために、必要に応
じて、該ベースコンパウンド（固練り混練物又は固練りベースコンパウンド）に、更に、
（Ａ）成分を追加・希釈して、希釈後のベースコンパウンド中の（Ａ）成分１００質量部
に対して（Ｂ）成分が５～５０質量部、好ましくは５～２５質量部の混合比となるように
任意的に後希釈してもよい。この場合、（Ａ）成分の後添加量が少なく、希釈後のベース
コンパウンドにおける（Ａ）成分１００質量部に対して（Ｂ）成分が５０質量部を超える
場合には、粘度の低下効果が小さく取り扱い性の改善が望めない場合があり、また（Ａ）
成分の添加量が多すぎて、希釈後のベースコンパウンドにおける（Ａ）成分１００質量部
に対して（Ｂ）成分が５質量部に満たない場合には、得られるゴム硬化物の機械的強度が
低下する場合がある。
　なお、希釈後のベースコンパウンドを希釈ベースコンパウンドと称することがある。
　該任意的希釈工程においては、加熱は必須ではなく必要に応じて加熱することができる
。加熱する場合には、上記工程（3）と同様の温度範囲で行うことが望ましい。また、必
要に応じて減圧又は加圧することができる。圧力範囲は上記工程（3）と同様の範囲で行
うことが望ましい。
【００３６】
　なお、工程（３）で得られた熱処理後のベースコンパウンド（固練りベースコンパウン
ド）及びその希釈物（希釈ベースコンパウンド）は、（Ｂ）成分の分散性を向上させるた
めに三本ロールミル上で混練することが好ましい。
【００３７】
　本発明で得られる液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（固練りベースコンパ
ウンド又は希釈ベースコンパウンド）には、必要に応じて、結晶性シリカ粉末、石英粉末
、珪藻土等を本発明の目的を損なわない範囲内で配合することもできる。例えば、（Ａ）
成分による後希釈工程後の段階で配合する。
【実施例】
【００３８】
　以下、実施例及び比較例を示して本発明を具体的に説明するが、本発明は下記の実施例
に制限されるものではない。なお、下記例で部は質量部を示し、％は質量％を示す。また
、粘度は２３℃における測定値を示す（ＪＩＳＫ ７１１７－１準拠）。粘度計として、
東機産業製ＢＳ型回転粘度計（ローターNo.7、回転数１０rpm）を使用した。また、常温
は２３℃を意味する。
【００３９】
［シリカ粉末の含水率の測定］
粒子表面がジメチルジクロロシランにより疎水化された、ＢＥＴ比表面積が１１０ｍ２／
ｇの微粉末シリカであるＡｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２（日本アエロジル社製）を表１に示す
温度・湿度条件下で保存し、使用前に微量水分計（ケット科学研究所製ＦＭ－３００Ａ）
により含水率を測定した。その結果を表１に示す。
【００４０】
【表１】

【００４１】
但し、乾燥温度：１０５℃、窒素流量：３５０ｍｌ／ｍｉｎ
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【００４２】
〔実施例１〕
（１）下記式（３）で示されるポリマー（粘度１１，０００ｍＰａ．ｓ）１００．０部を
プラネタリーミキサーに投入し、攪拌しながら７０℃になるまで加熱した。
（２）該ミキサー内の加熱したポリマーに、Ａｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２（温度１０℃、湿
度３０％で保存していたもの）３１．５部を７０～１００℃の範囲内で投入・混練を繰り
返して分割添加した。
（３）次にミキサー内容物を混練しながら装置内をゲージ圧で－０．０９ＭＰａ以下まで
減圧した後、その減圧下で１３０℃以上に昇温させた。その後、引き続いて、該減圧下に
おいて１３０～１５０℃の範囲内で３時間混練してベースコンパウンド（固練り混練物）
を調製した。
（４）その後、加熱を止め、装置内を常圧に戻した後、下記式（３）で示されるポリマー
８０．０部を追加した。再度、混練しながら装置内をゲージ圧で－０．０９ＭＰａ以下ま
で減圧し、３０分間混練した。
（５）得られた混練物を常温まで冷却した後、三本ロールミルを２回通して液状フッ素エ
ラストマー用ベースコンパウンド（希釈ベースコンパウンド）を得た。
【００４３】
　得られた希釈ベースコンパウンドの粘度を測定し、結果を表２に示す。　
【００４４】
【化９】

【００４５】
（但し、ｍ＋ｎ＝９５）
【００４６】
〔実施例２〕
　実施例１で用いたＡｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２（温度１０℃、湿度３０％で保存していた
もの）の代わりに、温度２３℃、湿度５０％で保存したＡｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２を用い
た以外は実施例１と同様にして液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（希釈ベー
スコンパウンド）を製造し、その粘度を測定した。結果を表２に示す。
【００４７】
〔実施例３〕
　実施例１で用いたＡｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２（温度１０℃、湿度３０％で保存していた
もの）の代わりに、温度３０℃、湿度８０％で保管したＡｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２を用い
た以外は実施例１と同様にして液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（希釈ベー
スコンパウンド）を製造し、その粘度を測定した。結果を表２に示す。
【００４８】
〔実施例４〕
（１）上記式（３）で示されるポリマー１００．０部をニーダーに投入し、攪拌しながら
８０℃になるまで加熱した。
（２）該ニーダー内の加熱したポリマーにＡｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２（温度１０℃、湿度
３０％で保存していたもの）４５．０部を８０～１００℃の範囲内で投入・混練を繰り返
して分割添加した。
（３）得られた混練物を混練しながら、装置内をゲージ圧で０．４５ＭＰａまで加圧した
後、ニーダー内を１３０℃以上に昇温させた。その後、引き続いて、上記の圧力に加圧下
で１３０～１５０℃の範囲内で３時間混練してベースコンパウンド（固練り混練物）を調
製した。
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（４）その後、加熱を止め装置内を常圧に戻して、得られた混練物に上記式（３）で示さ
れるポリマー１５０．０部を追加した。その後、再度混練物を混練しながら装置内をゲー
ジ圧で０．４５ＭＰａまで加圧し、１時間混練した。得られた混練物を常温まで冷却した
後、三本ロールミルを２回通して液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（希釈ベ
ースコンパウンド）を得た。その粘度を測定し、結果を表２に示す。　
【００４９】
〔実施例５〕
　実施例４で用いたＡｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２（温度１０℃、湿度３０％で保存していた
もの）の代わりに、温度２３℃、湿度５０％で保存していたＡｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２を
用いた以外は、実施例４と同様にして液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（希
釈ベースコンパウンド）を製造し、その粘度を測定した。結果を表２に示す。　
【００５０】
〔実施例６〕
　実施例４で用いたＡｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２（温度１０℃、湿度３０％で保存していた
もの）の代わりに、温度３０℃、湿度８０％で保存していたＡｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２を
用いた以外は、実施例４と同様にして液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（希
釈ベースコンパウンド）を製造し、その粘度を測定した。結果を表２に示す。
【００５１】
〔比較例１〕
　実施例１において、Ａｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２の分割添加時に外部から加熱しなかった
以外は、実施例１と同様にして液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（希釈ベー
スコンパウンド）を製造し、その粘度を測定した。結果を表２に示す。
【００５２】
〔比較例２〕
　実施例２において、Ａｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２の分割添加時に外部から加熱しなかった
以外は、実施例２と同様にして液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（希釈ベー
スコンパウンド）を製造し、その粘度を測定した。結果を表２に示す。
【００５３】
〔比較例３〕
実施例３において、Ａｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２の分割添加時に外部から加熱しなかった以
外は、実施例３と同様にして液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（希釈ベース
コンパウンド）を製造し、その粘度を測定した。結果を表２に示す。　
【００５４】
〔比較例４〕
　実施例４において、Ａｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２の分割添加時に外部から加熱しなかった
以外は、実施例４と同様にして液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（希釈ベー
スコンパウンド）を製造し、その粘度を測定した。結果を表２に示す。
【００５５】
〔比較例５〕
　実施例５において、Ａｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２の分割添加時に外部から加熱しなかった
以外は、実施例５と同様にして液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（希釈ベー
スコンパウンド）を製造し、その粘度を測定した。結果を表２に示す。
【００５６】
〔比較例６〕
　実施例６において、Ａｅｒｏｓｉｌ Ｒ９７２の分割添加時に外部から加熱しなかった
以外は、実施例６と同様にして液状フッ素エラストマー用ベースコンパウンド（希釈ベー
スコンパウンド）を製造し、その粘度を測定した。結果を表２に示す。
【００５７】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【００５８】
　本発明の方法で得られるベースコンパウンド（固練りベースコンパウンド及び希釈ベー
スコンパウンド）は液状フッ素エラストマーの調製用であり、該エラストマーは自動車工
業等の各種工業分野において、電装部品のシール、コーティング及びポッティング用途に
有用である。
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